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１.職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用状況

平成28年度に新たに採用された一般職の職員数は、次のとおりです。

（単位：人）

（２）職員の離職状況

平成28年度に離職した一般職の職員数は、次のとおりです。

（単位：人）

（３）職員数の推移状況

各年（4月1日現在）の職員数の状況は、次のとおりです。

（単位：人）

（４）再任用職員の状況

再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度であり、フルタイム勤務職員と短時間勤務職員があります。

平成28年度は、フルタイム勤務職員1名と短時間勤務職員2名の採用を行いました。
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２.職員の給与の状況

　職員の給与は、地方公務員法により、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他

の事情を考慮して定めることになっています。実際には、毎年人事院が国家公務員の給与について行っている勧告（人事院

勧告）に準じて、えびの市職員の給与の改定を行っています。

（１）職員給与費の状況

（平成29年度普通会計当初予算）

（注） 1. 市長、副市長及び教育長にかかる分は除かれています。

2. 職員手当には、退職手当は含まれていません。

（２）職員の初任給及び平均給料月額等の状況（平成29年4月1日現在）

　（ア）職員の初任給の状況

　（イ）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　（ウ）職員の経験年数別平均給料月額の状況

（３）一般行政職職員の級別職員数の状況（平成29年4月1日現在）

（注） 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
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区　　　分 １級

係　長
主　査

４級 ６級

課　　長

構　成　比

職　員　数 30 人 31 人 24 人

主任主事
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90 人 21 人

9.6 ％
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41.1 ％13.7 ％

228 人 866,531 千円 117,908 千円 5,794 千円

技能労務職

区　　　　　分

給　　　料 職　員　手　当

職　員　数
(A)

給　　　　　与　　　　　費

期末勤勉手当 合　　　計(B)

一人当たり給与費
(B/A)

５級

14.2 ％

平均給与月額

359,500 円

371,900 円

146,100 円

316,500 円

－

333,000 円

経験年数
10年以上15年未満

平均給料月額

50.4 歳

38.2 歳

290,300 円
一般行政職

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

40.9 歳

178,200 円

平均年齢

区　　　　　分

技能労務職

経験年数
15年以上20年未満

359,600 円

327,600 円

大　学　卒

高　校　卒 264,300 円

275,600 円

11.0 ％

区　　　　　分

146,100 円

えびの市

146,100 円

178,200 円

国

336,536 千円

経験年数
20年以上25年未満

417,200 円

291,700 円 328,400 円



（４）主な職員手当の状況（平成29年4月1日現在）

　（ア）扶養手当

　（イ）住居手当

　（ウ）通勤手当

　（エ）管理職手当

　（オ）時間外勤務手当等

（注） 1. 勤務1時間当たりの支給額に、上記勤務の区分に応じた率を乗じて得られた額が手当額となります。
2. 勤務1時間当たりの支給額は、給料の月額に12を乗じて得た額を、1週間当たりの勤務時間に52を乗じたものから
　 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日及び年末年始の休日分を減じたもので除して

得られた額になります。
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51,000円

72,000円

160/100

175/100午後10時～翌午前５時

　・病院部長

135/100

52,900円

下　記　以　外

　・病院医長

　・総務課長　　　　　　　・企画課長　　　　　　　・財政課長

150/100

　・病院長 138,000円

125/100

94,000円

午後10時～翌午前５時

下　記　以　外

135/100

夜間勤務手当
 正規の勤務時間として、午後10時から午前
 ５時までの間に勤務を行った職員

25/100

休日勤務手当
 国民の祝日及び年末年始の休日において
 正規の勤務時間に勤務を行った職員

 正規の勤務時間を超えて勤務を行った職員

勤務日

時間外勤務手当

 正規の勤務時間を超えてした勤務の時間が1か月に
 ついて60時間を超えた職員

60時間
超過勤
務時間

週休日

管理職手当を支給する職

  ・課長（総務課長、企画課長及び財政課長を除く）　・福祉事務所長
　・事務局長　　　　　　　・会計管理者　　　　　　・事務長
　・給食センター所長　　　・看護師長　　　　　　　・監

　・出張所長　・美化センター所長　・最終処分場所長　・環境センター所長

支給額

　・副病院長

午後10時～翌午前５時 150/100

国

本市と同じ

国

 交通機関利用者
 　　　支給額：55,000円までの運賃等相当額
 
 交通用具利用者
 　　　支給額：使用距離に応じて3,500円～24,500円

下　記　以　外

区　　　分 支　給　対　象

　交通用具利用者
　　使用距離に応じて2,000円～31,600円

支給割合等

 配偶者　　　　　　　             　  10,000円/月
 子                      1人につき     8,000円/月
 子（配偶者なし）        1人目のみ    10,000円/月
 扶養親族                1人につき  　 6,500円/月
 扶養親族（配偶者なし）　1人目のみ     9,000円/月
 特定期間（満16歳～満22歳）加算
                       　1人につき   　5,000円/月加算

国

本市と同じ

えびの市

20,000円

えびの市

 借家借間 家賃月額12,001円以上23,000円以下
 　　　　　　支給額：家賃額－12,000円

 借家借間 家賃月額23,001円以上55,000円未満
 　　　　　　支給額：(家賃額－23,000円)×1/2＋11,000円

 借家借間 家賃月額55,000円以上
 　　　　　　支給額：27,000円（最高限度額）

えびの市

40,700円



　（カ）特殊勤務手当

　（キ）期末勤勉手当

（注） 職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

　（ク）退職手当

（注） 1. 退職時の給料月額に上記月数を乗じた額に調整額を加算したものが退職手当の総額となります。

2. 調整額は、在職期間における職務の級に応じて計算されます。

（５）特別職の給料等の状況（平成29年4月1日現在）

（注） 退職手当は、任期毎に支給されます。
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　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　3%～45%加算

 看護師  深夜看護業務（正規の勤務時間による勤務に限る）

41.325月分

えびの市

期末手当

1.225 月

区　　　　分

 6月期

（支給率）

 勤続20年

 6,400円/回

退職手当算定方式

えびの市

勧奨・定年

34.5825月分

49.59月分

 最高限度額

 （その他の加算措置）

20.445月分

29.145月分

 医師  医師の医療業務  月額 400,000円以内

 月額 43,000円以内・待機出勤 1,500円/回

 看護師  看護師業務（市立病院に限る）  月額 2,500円・待機出勤 1,500円/回

 薬剤師・放射線技師
 理学療法師・検査技師

 調剤・放射線・理学療法及び臨床検査業務

支給対象職員 支給対象業務 左記職員に対する支給単価

315,000 円

給料等月額

49.59月分

本市と同じ

勤勉手当

 勤続35年

区　　　分

　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　2%～20%加算

自己都合

国

0.8 月

12月期

合　　　計

0.9 月

－

国

本市と同じ

退職時給料月額×0.50×在職月数

議　　　長

市　　　長

副　市　長

教　育　長

 勤続25年

期末手当支給割合

副　議　長

議　　　員 304,000 円

3.25 月分

25.55625月分

49.59月分

357,000 円

3.25 月分557,000 円

3.25 月分

－3.25 月分

1.375 月

616,000 円 3.25 月分

772,000 円

1.7 月2.6   月

退職時給料月額×0.35×在職月数給　料

退職時給料月額×0.25×在職月数

－3.25 月分報　酬



３.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況

　一般的な職員の勤務時間は、一週間のうち月曜から金曜までの5日間に割り振られており、一週間の総勤務時間は38時間

45分となっています。これ以外の土曜、日曜は週休日といい、勤務を要しない日となっています。また国民の祝日に関する

法律に規定する休日及び年末年始の休日（12月29日から翌年1月3日までの日）についても、勤務を要しない日となっていま

す。

（勤務時間）

（２）休暇の状況

　（ア）年次有給休暇

　職員の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的として、毎年最大20日間の年次有給休暇が付与されて

います。

（取得状況）

　（イ）病気休暇

　職員が負傷又は疾病のために療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に付与される休

暇です。

　（ウ）特別休暇

　職員が特別な事由により勤務しないことが相当である場合に付与される休暇です。
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終　　業 休憩時間

　職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族
　に対する支援となる活動を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であ
　ると認められたとき。

　（ア）地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はそ
　　　　の周辺の地域における生活関連物資の配布その他の被害者を支援する
　　　　活動
　（イ）障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しく
　　　　は精神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対
　　　　して必要な措置を講ずることを目的とする施設であって市長が定める
　　　　ものにおける活動
　（ウ）ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又
　　　　は疾病により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その
　　　　他の日常生活を支援する活動

　その都度必要と認める期間

　一の年において5日の範囲内の
　期間

　職員の結婚 　7日以内

取　　　得　　　期　　　間

　3年を超えない範囲内において最小限度必要と認める期間

　1年を超えない範囲内において最小限度必要と認める期間

　90日を超えない範囲内において最小限度必要と認める期間

理　　　　　由

 公務上の負傷又は疾病

10.1 日

全対象職員数(b) 平均取得日数(a/b)

2,756 日

期　　　　　間

　選挙権その他公民としての権利の行使

　その都度必要と認める時間

　職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に対して
　登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に
　骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務
　しないことがやむを得ないと認められる場合

H28.01.01～H28.12.31

 上記以外の負傷又は疾病

午後5時15分7時間45分

総取得日数(a)

　その都度必要と認める時間

　裁判員、証人、鑑定人又は参考人として国会、裁判所、地方公共団体の議会又はそ
　の他の官公署への出頭

273 人

負傷・疾病の種類

勤 務 時 間 の 割 振 り

午前8時30分

区　　　　　分

38時間45分

1日の勤務時間

 結核性疾患

1週間の勤務時間

正午～午後1時

始　　業



（注） 上記の期間の計算については、その期間中に週休日及び休日を含みます。
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　地方公務員法第46条（昭和25年法律第261号）の規定による勤務条件の措置の要求に
　関する審理に出席する場合

　一の年において5日（その養育
　する中学校就学の始期に達す
　るまでの子が2人以上の場合に
　あっては、10日）の範囲内の
　期間

　中学校就学の始期に達するまでの子(配偶者の子を含む。)を養育する職員が、その
　子の看護(負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行うことをいう。)のため勤
　務しないことが相当であると認められる場合

　地方公務員法第49条の2第1項の規定による不利益な処分についての審査請求に関す
　る審理に出席する場合

　その都度必要と認める日又は
　時間

　その都度必要と認める日又は
　時間

　出産補助

　女子職員が、生後満1年に達しない生児を育てる場合

　女子職員が生理日において勤務することが著しく困難である場合

　忌引

　職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充
　実のため勤務しないことが相当であると認められる場合

　別表に定める期間内において
　必要と認める期間

　一の年の7月から9月の期間内に
　おける、週休日、休日及び代休
　日を除いて、原則として連続す
　る3日の範囲内の期間

　1日1時間以内

　慣習上、最小限度必要と認める
　期間

　父母の祭日

　母子保健法（昭和40年法律第141号）第10条に規定する保健指導又は同法第13条に
　規定する健康診査を受ける場合

　その都度必要と認める時間

　風水震火災その他の非常災害による交通遮断

　女子職員の分べん

　妊娠満23週までは4週間に1回、
　妊娠満24週から満35週までは2
　週間に1回、妊娠満36週から分
　べんまでは1週間に1回とし、
　その都度必要と認める時間

　分べんの予定日前8週間（多胎
　妊娠の場合にあっては14週間）
　目に当たる日から分べんの日後
　8週間目に当たる日までの期間
　内において必要と認める期間

　風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は破壊

　配偶者の出産に限り5日以内

  一の年において5日（要介護
　者が2人以上の場合にあって
　は、10日）の範囲内の期間

　えびの市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成7年3月28日えびの市条例第3号）
　第15条第1項に規定する要介護者の介護その他の市長が定める世話を行う職員が、当
　該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場合

　その他の交通機関の事故等の不可抗力の事故

　所轄所の事務又は事業の運営上の必要に基づく事務又は事業の全部又は一部の停止
　（台風の来襲等による事故発生の防止のための措置を含む。）

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）
　による交通遮断又は隔離並びに家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）による
　通行遮断

　その都度必要と認める期間

　その都度必要と認める時間

　2日の範囲内

　その都度必要と認める期間

　一週間を超えない範囲内におい
　てその都度必要と認める期間



（別表）

　（エ）介護休暇

　職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。）、父母、子、配偶者の父母

等で負傷、疾病又は老齢により2週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの。）の介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合に付与される休暇です。取得期間は介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

3回を超えず、かつ、通算して6月を越えない範囲内で指定する期間内において勤務しないことが相当であると認められる期

間です。介護休暇取得中の給与は支給されません。

　（オ）介護時間

 職員が要介護者の介護をするために、要介護者の各々が介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する3年の期間内

において1日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合に付与される休暇です。介護時間の時間

は、期間内において1日につき2時間を超えない範囲で必要と認められる時間です。介護時間取得中の給与は支給されません。

　（カ）組合休暇

　職員が登録された職員団体の規約に定める期間で市長が定めるものの構成員として当該期間の業務に従事する場合及び登

録された職員団体の加入する上部団体のこれらの期間に相当する期間の業務で当該職員団体の業務と認められるものに従事

する場合に限り与えられる休暇です。組合休暇取得中の給与は支給されません。

４.職員の休業に関する状況

（１）育児休業

　職員が、その3歳に満たない子を養育するため最長で3年間取得することができます。育児休業取得期間中の給与は支給さ

れません。平成28年度における取得者数は、女性2名となっています。
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日　　　　　数

 1日

 1日

 1日

 7日

 5日

 3日

 同卑属

 二親等の傍系者

 一親等の直系尊属

 三親等の傍系尊属

 二親等の傍系者

 同卑属

死　　　亡　　　し　　　た　　　者

 1日

 3日

10日

 1日

 一親等の直系尊属

 同卑属
　血族及び生計を一にする姻族

 1日

 3日

　その他の姻族

 三親等の傍系尊属

配　　　　　偶　　　　　者

 二親等の直系尊属

 二親等の直系尊属



５.職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

　分限処分は公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を十分に果たせない場合に行われる

ものです。法律上、分限処分には免職、休職、降任、降給があり、処分理由も法律で定められています。いずれも職員の意

に反して行われる不利益処分です。

・免職･･･職員の意に反してその職を失わせる処分です。

・休職･･･職員に職を保有させたまま一定期間職務に従事させない処分です。

・降任･･･職員の保有する職より下位の職に任命する処分です。

・降給･･･職員が現に決定されている給料の額よりも低い額の給料に決定する処分です。

（平成28年度の処分状況）

（注）えびの市では、降給処分は規定されていません。

（２）懲戒処分の状況

　懲戒処分は地方公共団体における規律と公務遂行の秩序を維持する目的から、職員に一定の義務違反があった場合に行わ

れる、道義的責任を問う制裁的な処分です。懲戒処分には、免職、停職、減給、戒告があり、処分理由は法律で定められて

います。

・免職･･･懲罰として職員の身分を失わせる処分です。

・停職･･･懲罰として一定期間、職務に従事させない処分です。期間は最大6ヶ月です。

・減給･･･懲罰として一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。

　　　　 期間は最大6ヶ月、減額割合は最大10％です。

・戒告･･･職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分です。

（平成28年度の処分状況）
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0 人

0 人

戒告

0 人

　法令に違反した場合

　職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

3 人

0 人 0 人

0 人

0 人0 人 0 人

　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

免職 停職 減給

0 人

0 人

0 人 0 人

0 人

0 人

0 人

0 人 0 人

0 人　勤務実績が良くない場合

休職

0 人

免職 降任

　職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職
　又は過員を生じた場合

0 人

処分理由

　心身の故障のため、長期の休養を要する場合

　心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又は
　これに堪えない場合

　職に必要な適格性を欠く場合

　刑事事件に関し起訴された場合

処分理由



６.職員の服務の状況

職員には、次のような義務が地方公務員法により課せられています。

（服務の根本基準）

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなけ

ればなりません。

（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務）

　職員は、その職務を遂行するに当って、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、

且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。

（信用失墜行為の禁止）

　職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしてはなりません。

（秘密を守る義務）

　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。その職を退いた後も、また、同様です。

（職務に専念する義務）

　職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、その勤務時間及び職務上の注意力の全てをその職責遂行のた

めに用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければなりません。

（政治的行為の制限）

　職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役員となってはならず、又はこれらの団体の

構成員となるように、若しくはならないように勧誘運動してはなりません。

　職員は、特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執行機関を支持し、又はこれに反対する

目的をもって、あるいは公の選挙又は投票において特定の人又は事件を支持し、又はこれに反対する目的をもって、次に掲

げる政治的行為をしてはなりません。

・公の選挙又は投票において投票をするように、又はしないように勧誘運動をすること。

・署名運動を企画し、又は主宰する等これに積極的に関与すること。

・寄附金その他の金品の募集に関与すること。

・文書又は図画を地方公共団体の庁舎、施設等に掲示し、又は掲示させ、その他地方公共団体の庁舎、施設、資材

　又は資金を利用し、又は利用させること。

（争議行為の禁止）

　職員は、地方公共団体の機関が代表する使用者としての住民に対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は地方公

共団体の機関の活動能率を低下させる怠業的行為をしてはなりません。また、何人も、このような違法な行為を企て、又は

その遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおってはなりません。

（営利企業等の従事制限）

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その

他規則で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも

従事してはなりません。
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７.職員の研修の状況

　新たな地方の時代の到来を迎える中、職員一人ひとりが意欲と情熱を持って職務に取り組み、高度化・多様化する住民ニ

ーズに即応できる組織づくりと、さまざまな行政課題に積極的に取り組んでいくことができる人材を育成することが喫緊の

課題となっています。えびの市では、行政課題解決と一層の発展を担うための人材を育成するための研修を実施しています。

（平成28年度実施状況）

（注） 派遣研修とは、えびの市以外の研修機関で実施された研修です。延人員数は、実人員に研修期間を乗じて

得たものです。

248 人

10

　43 人 　43 人

1

　 23 人

1

市

単

独

研

修

　131 人 　131 人

　131 人

 早稲田大学マニフェスト研究所

合　　　　　　　　計

 家庭教育研修

 地域デビュー講座

 協働推進研修

　 11 人

　 23 人

　 11 人

5 その他の派遣先

113 人 宮崎県市町村職員研修センター

種 類 数

1

種 類 数

派　遣　先　名　称

合　　　　　　　　計

延人員数

  18 人

実人員数

派

遣

研

修
 22 人

1

25

　125 人

36   135 人

　131 人

322 人

 672 人

　125 人

 52 人6   4 人

延人員数実人員数

　172 人 　172 人

 648 人8

1 新規採用職員研修

 広報コミュニケーション活動研修

　 36 人　 12 人

1

 人権同和問題研修

1

1

 メンタルヘルス研修

 暴力団排除研修会

研　修　名　称



８.職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）厚生福利制度

ア．厚生制度

　職員の保健のための措置として、健康診断を年一回実施し、結果に基づき個別に衛生管理者による健康相談を行い、

職員の健康管理に配慮しています。

イ．共済制度

　常勤職員は、職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、

死亡若しくは災害に関して適切な給付を行うための相互救済を目的とする共済制度（宮崎県市町村職員共済組合）に加

入しています。

ウ. 職員厚生会

　職員厚生会は、職員相互の親睦を図り、健康で明るい職場をつくることを目的とした職員の互助組織であって、職員

の掛金と市からの補助金で運営されています。職員厚生会では、利用助成事業、体育レクリエーション事業、保健事業

の３つの事業を実施しています。

（２）公務災害補償制度

　職員が、公務上又は公務のための通勤途上において負傷、疾病、死亡等の災害を受けた場合、地方公務員災害補償基

金より一定の補償が行われます。

（３）利益保護制度

ア．勤務条件に関する措置の要求

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局により適当な措置が執

られるべきことを要求することができます。

イ．不利益処分に関する審査請求

　職員は懲戒処分等、自己に不利益な処分を受けた場合、公平委員会に対し審査請求を行うことができます。

９.公平委員会の業務の状況報告

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

・平成28年度において、措置の要求はありませんでした。

（２）不利益処分に関する審査請求の状況

・平成28年度において、審査請求はありませんでした。
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